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ABSTRACT: This paper considers again the question of market disequilibrium, 
dynamic nature of economic behaviors, how money works in real economies, and what 
is implied as to the working and performance of an economy, as an extension of the 
preceding four papers, Yamada (2013, 2014, 2015, 2016).  The paper, after summarizing 
the preceding arguments, reconsiders what changes in economic understanding 
and theory the market disequilibrium, dynamic nature of economic behaviors and 
consideration of money require.  It considers also what is implied by such change of 
understanding of the economy and the theory as to important questions / problems in 
economy and economics.
１．はじめに
　これまでの拙稿（山田、2013, 2014, 2015, 2016）では、経済理論における
均衡と現実の経済との非対応、および、やはり経済理論、特にミクロ経済理
論において貨幣を考慮あるいは導入する余地が存在しない、等の問題を取り
上げ、実際と理論との乖離を検証・確認した。しかし、それらの状況が事実
であると確認されることはすなわち、現在の経済理論、つまりミクロ、マク
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ロ経済理論がともに現実を反映しない・現実を記述し説明するものでないこ
とを意味することになる。それは極言すれば、同理論が、童話『裸の王』の
ように事実を見ようとしない考えにも比肩されることを意味するであろう。
経済学の目的あるいは課題は、経済行為・経済活動、それらの集まり・集合
としての経済あるいは経済社会について理解し、その中で生じる種々の問題
についてその解決の方向および方法を解明・提供すること等であろう 1）。し
かし、今述べたように、理論に捉えられた経済の姿が事実・実際と異なると
すると、そのような理論に基づく議論・考察は、経済行為・経済活動あるい
は経済・経済社会について正しい理解を促すものとならず、同様にまた、経
済問題の正しいあるいは適切な解決の方向および方法を解明・提供すること
も困難になると考えられる。これは、ミクロ理論における同問題が軽微と言
うものではないが、マクロ経済理論が元来政策的な意味を強く持っているこ
とを顧慮すると、同理論にとってより深刻な問題と考えられる。
　本稿の目的は、前稿 2）までに議論した上記のような経済理論の特徴あるい
は同理論に関わる問題をさらに検討・整理し、そのような特徴ないし問題が、
経済活動および経済・経済社会についての理解、種々の経済問題の解決・同
方法の解明という点でどのような問題を含意するかを考え、同時にまた、従
来の理論に代わり、現実をよりよく反映する経済理論がどのようなものか、
さらには、そのような理論がどのような含意を持ちうるかを端緒的に考える
ことである。以下このような問題を次のように議論する。まず次節では、こ
れまでの稿で検討した現実・実際と経済理論の非対応の問題を整理する。第
３節では、現実・実際の経済活動・社会をよりよく反映する経済の捉え方・
経済理論がどのようであるか、その論点およびあり方を考える。第４節では、
経済理論をそのように再考することが経済・経済社会の理解、経済問題の解
1 このような（伝統的な？）理解と対比すると、例えば、Levitt & Dubner (2010)に見られ
るような議論はそれをかなり外れているとも言えよう。
2 山田 （2013, 2014, 2015, 2016） を参照。
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決・解法についてどのような影響を及ぼすかその含意を考察・整理する。
２．経済と均衡、動学性および貨幣
2.1経済と均衡の不在
　A.Smithによって創始されたとされる近代の経済理論が、その経緯は措く
として、均衡の概念に大きく依存してきたことは明らかであろう。これは、
現在の経済理論が均衡の概念を取り払うと理論の全体が成立しない、あるい
は同理論そのものが失われる状況にある所に象徴的に見出されると考えられ
る。本小節では、経済・経済社会のどのような事実・実際が均衡の不在を意
味するか、そしてまた、均衡が不在である場合経済理論（のあり方）にどの
ような影響・含意が生まれるか、これまでの議論の要点を整理しよう。
1）経済と均衡
　経済理論、厳密にはミクロ経済理論では３つの均衡概念が区別される。こ
の１つは各個別の経済主体における（についての）均衡で、これは各経済主
体が同主体が行う（べき）経済活動の全てについて、同主体に選択可能な範
囲で最適・最善の行動・活動を選択していることを意味する。これは、ミク
ロ理論では通常消費者および生産・供給者の２種の主体が区分され、その両
者について次のような状況が成立・生成することを意味する。すなわち消費
者については、最適化の対象となる全期間において、選択対象である全ての
財の需要・供給をその効用が最大になるよう選択・決定し、他方、生産者に
ついては対象となる全期間において、選択対象である全ての財の生産・供給、
投入財需要を同期間にわたる利潤が最大になるよう選択・決定している、と
いうものである。
　第２の均衡概念は、個々の時点の個々の財の需要と供給が一致しているこ
とを言うもの、すなわち個別の財市場の需給均衡である。これは日常の生活
を顧慮すると最も自然に理解される均衡概念と考えられる。第３の均衡概念
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は、この個々の時点の個々の財市場の均衡が、全ての財、全ての時点で成立
していることを言うもので、一般均衡と呼ばれる。但し、以上では最適化対
象の期間が将来を含むなど複数である場合その全ての期間について均衡が成
立することと述べたが、通常は時間を捨象、単一の期間のみが考慮され、時
間（の経過）が存在しない状況（静学的状況）が想定される。
　さて、経済理論、したがって経済学教科書における経済の議論も、これら
の均衡（概念）に大きく依存している。例えば、均衡の存否、均衡における
配分の効率性等、経済活動あるいは経済（社会）についての性質・特徴等の
理解が得られているのは、（上記のように時間を捨象した静学的状況における）
均衡の状況における場合についてである。つまり、理論に基づいて示される
経済行動・経済全体としての状況・特徴等は、均衡にある場合に限られるの
が通常である。
2）均衡の不在
　以上のように、理論を基礎とする議論では、多くの場合・状況で均衡にお
ける経済行動・経済全体としての状況・特徴が問題にされるのに対し、以前
の稿で見た議論の1つの要点は、現実・実際の経済において各々の均衡に導
くような仕組み・動き・環境が存在せず、したがってまたそのような均衡が
存在しない（であろう）というものであった。ここでは、以下の議論の準備
あるいは前提として、こられ前稿までの議論を要約・整理しておこう。
　まず、主体的均衡について考えよう。すなわち、時間を考慮しない静学的
状況であれば効用最大化を図る財需要の組、利潤最大化を図る財投入・産出
の組が明確に定め得ると（も）考えられるが、将来を考慮・問題にしない消
費者はなく、同様に、生産者・企業にとっても現時点の利潤だけでなく将来
の事業の展開・発展がより重要でありうる等を顧慮すれば、消費者・生産者
－企業ともに現時点の効用・利潤という短期の目標のみでなく、将来にわた
る効用、将来にわたる利益と企業・事業の発展・成長という長期の目標が真
あるいは本来のものと考えられる。しかし、将来にわたる長期間の効用、利
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潤・成長等を目的とする場合には、消費者にとってはその寿命・存命期間が
分からず、また消費者・企業ともに、１月後、1年後の財価格をはじめ将来
時点の経済環境に関する情報が通常大きく不足し、経済理論で一般に想定さ
れる完全情報とは大きく乖離した状況を考えなければならないのが現実であ
ることは明らかであろう。さて、将来の状況・情報が完全な形で得られない
ことは、消費者・企業が最適化を図ろうとする全期間にわたる最適な行動が
不明・解明できないことを意味し、それはすなわち、長期・将来にわたる最
適化が達成されないことを意味することになる。
　上記のように、主体的均衡達成の障碍となるのは長期にわたる情報の不完
全性と考えられるが、この問題に加えさらに、将来の状況が確実な形では知
ることができないというリスク・不確実性の問題も存在する。F. Knight（1921）
に従ってリスクと不確実性を区別するとすると、現実の経済（社会）におい
て存在する・問題になるのは、生じ得る各事態の（生起）確率が分からな
いだけでなく、さらに、（上記の存命期間、健康状況、経済環境等のように）
生じうる事態そのものの情報・内容が（通常大きく）欠如することであろう。
つまり、期間の長期性が含意するリスク・不確実性は、情報不完全性がもた
らす問題をさらに大きくすることがわかる。
　次に、個別の財・サービスに関する市場需給の均衡を考えよう。個別財需
給市場の均衡についてこれまでの稿で指摘したのは、市場の地理的および時
間的範囲をどのように捉える場合でも、希少な例を除いて市場全体の需給均
衡を図ることが行われる状況が存在せず、またそのための仕組み・組織、活
動等も存在しないであろうと言うことであった。個別の財市場の均衡に関係
してさらに次が留意される。１つは、需要供給の法則と呼ばれる、需要（供給）
が供給（需要）を上回る場合価格が上昇（低下）するという、需給と価格間
のよく知られる動き・反応についてである。この法則は、それが均衡の成立・
均衡を達成することを含意するようにも理解されるが、しかし、それは同変
動の収束、つまり均衡の達成・実現を必ずしも保証するものではなく、した
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がって均衡が不在であり、均衡化が図られない（事実が存在する）ことと矛
盾しないと考えられることである。２つは、経済理論・均衡理論は個別の市
場についても当然完全情報および競争の存在を仮定すると理解されるが、最
終消費財について見ると食料であれ衣料であれ細分化された財の需給が存在
し、現実の消費においてそのような財の差異が重要と考えられることを顧慮
すると、それらの市場は非競争的な状況になる可能性が高いこと、他方、投
入・投資財についても需要者である生産者毎に特定・個別的な需要（ある企
業の特定の商品のための部品等々）が存在し、その結果供給・購入者間に親
企業・子企業等固定的な関係が生じることを顧慮すると、最終消費財の場合
と同様非競争性の問題が存在することが留意される。
　最後に、全ての財・サービスの需給の一致を言う一般均衡について考えよ
う。これは、多くの財・サービスについてその需給均衡が実現される状況・
事実が存在しないであろうという上記確認を顧慮すれば、一般均衡も当然存
在しないことが含意されることになる。しかしこのことは、経済理論におい
て（市場）均衡の概念が前面に置かれ、種々の経済問題が均衡を想定・前提
して考察・分析されてきたことと対照される。本稿はじめ拙稿で均衡の在・
不在を問題にするのは、現実に均衡が存在しない場合に均衡を前提にして経
済問題を考察・分析することが、適切でない理解・問題の解法を導くことに
なり得ると推測されるからであり、均衡の存否は当然であるが経済状況の把
握・問題の理解に大きな関わりを持つと考えられるからである。
3）均衡の不在と経済・経済活動
　前項最後のように均衡の不在を言うことが経済・経済活動・経済理論にど
のような含意を持つかが次に問題になるが、ここでは、これまでも確認しま
たその必要性から自然に行われるものであるが、均衡の不在に拘わらず経済
（社会）および経済活動が存在し、その中で（一定範囲で）活動目的が実現・
達成されることを確認しておこう 3）。まず、均衡の不在に拘わらず経済活動
が行われるという言い方には事実の側面および論理の側面が区別されるかも
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知れないが、このうち前者については、前項で現実の経済（社会）において
需給の均衡化が図られる事実がなく、また同均衡化を図る仕組みが存在しな
いことを述べたが、それらの状況とは別に現実に経済・経済活動が存在する
ことが同主張を確認していると理解されよう。他方、同叙述を論理的主張と
して見ると、これも前項で見たように消費者および企業が長期にわたる最適
化を図ろうとしても情報の観点でそれが不可能であることを顧慮すると、各
主体は予測を含め取得可能な情報を最大限利用して最適化を図る形で、不完
全情報、不確実性の条件下の最適行動を計画・実行すると考えられよう。つ
まり、長期を考慮する場合情報の不完全性、不確実性によって完全な最適化
は不可能であり、またその場合に何もしないことは一般にさらに好ましくな
い選択・行動であるから、限定的な情報・予測であるとしてもそれらを最大
限利用して最適化が図られる、等が考えられる。前者は、均衡であるか否か
が経済活動の実行・実現と関係しないであろうこと、そして後者は、論理の
面からも同じことが確認されること、を意味すると理解されよう 4）。
2.2経済と活動の動学性
　次に、既に前小節で触れたが、消費者・生産者－企業ともに、その最適化
の対象はその存命期間・企業存続期間の全体にわたる成果であり、現在の需
要・供給行動もそれらの目標・目的を考慮して決められると考えられる。た
だし、個々の消費者が予測・計画できる需要・消費はせいぜい１週先、１ヶ
月先のそれであって、長期という言葉で想像される10年後、50年後等のそ
れは具体的推測の範囲外とされるかも知れない。また、消費者に比べより長
期の計画を行うと考えられる企業の場合も、特に現在のように変化の大きい
状況にあってはせいぜい2，3年後の生産・供給計画を行うのみであり、消
3 均衡理論が経済・経済活動の実現・運用についてどのように見ていたかについてはHicks 
(1937, 1946) 等の議論も参照。
4 Fama (1970) 等と比較参照。
－47－7
費者の場合と同様10年後、50年後等のそれは考慮外であるかも知れない。
しかし、このような状況が事実としても、消費者、企業ともに10年後、50
年後等においてもよりよい状況にあることを求める事実は明確に存在し、今
日・現在の消費・生産活動はそのような長期の目的をよりよく達成するよう
計画されると考えられる。経済活動のこのような特徴が本稿でその長期性と
呼ぶものである。ただし、経済理論の従来の表現に従い、以下これを経済行
動の動学性と呼ぶ。
2.3経済と貨幣
　経済の実際・実態と同理論の乖離を考える際に問題になるもう1つの論点
は貨幣である。序で触れたように、ミクロ経済理論、特に一般均衡理論にお
いては貨幣に求められる機能・価値が存在せず、F.Hahn (1987) 等が述べて
いるように同理論には貨幣を導入する余地が存在しないことが知られてい
る。
　これに対して現実・実際の経済取引では、前節で述べたように実際の経済
取引が均衡においてのみ行われるのでないこととも対応して、同取引におい
て貨幣が不可欠な機能を果たしていると言える。本小節では、均衡の不在、
経済活動の長期性・動学性を考慮しながら、貨幣がどのように捉えられるか、
その論点と問題を要約・整理しておこう。
1）貨幣の機能
　貨幣の機能について、教科書的に言われる価値尺度、交換媒体、および価
値保存の機能に対し、これまでの議論では、１つに、二重の一致を見出すこ
とが通常極めて困難であることを含め、経済取引には一般に多額の費用が掛
かるが、貨幣はその取引費用を軽減・削減する点で大きな機能を持つこと、
２つに、現実の経済活動の長期性と関係して、不確実性への対応力・対応性
の点で貨幣が他の財より大きな力を持っていると考えられることを指摘した。
すなわち、不均衡状態における取引が実際の経済取引の多くを占め、また、
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それら取引における取引費用削減効果が大きく、さらに、経済活動の決定特
に長期的な活動計画の決定に関して不確実性が大きな問題を内包し、同問題
への対処を考える際、貨幣が不確実性対処手段として高い機能を持つことは、
経済活動・経済取引の中で貨幣が必然的に大きな機能を果たし、高い役割を
持つに至ることを述べた。
　このうち取引費用軽減の視点での貨幣の機能は、これまでの稿でもその幾
つかの例・状況を見たが、経済活動の分割・専門化が大きく進み、また、経
済のグローバル化つまり取引関係の地理的拡大・広域化が進んでいること等
を顧慮すると、現在の取引は貨幣を用いずに行うことが不可能と考えられる
ことに再度ふれておこう。このことは次のような例で確認されよう。例えば
Ａ氏が自動車工場で働き、それによって得た賃金・給料で東南アジアのある
国で製造された衣料を求め、中国で製造されたスマホを利用し、オーストラ
リアで生産された牛肉やアフリカのある国で獲られた魚貝等を食べるとし、
Ａ氏が物々交換によってこれらのものを手に入れる状況を考えると、Ａ氏の
労働がそれぞれの財供給者に需要されないという意味で二重の一致が成立す
ることはほぼ困難であり、さらに、それら取引を行うための費用は、仮に取
引相手が分かっている場合（一般均衡理論は当然このように想定していると
考えられる 5））でも、膨大なものとなることが容易に推測される。しかし、
各国で貨幣が存在し，価格・価値の変動があるとしても日本円とオーストラ
リア・ドル、中国元等々との交換が可能であることによって、世界各国・各
地の産物を享受する状況が可能になっていることが理解されよう。このよう
な意味で経済取引において貨幣が不可欠の機能を持っていると確認される。
2）均衡の不在と貨幣
　均衡理論が想定するように均衡においてのみ取引が行われる場合は、需要・
供給に対応する供給・需要が必ず存在し、複数財の取引の場合に直接の取引
5 Debreu (1959, 1977) 等を参照。
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者間では二重の一致が困難である場合でも中間的な財取引（直接需要しない
財を、次の取引のために受け取る取引）を用いて最終的に需要する財を獲得
することも可能と考えられよう。これに対して、個別の財あるいは全財につ
いての均衡がない状況において取引が行われる実際においては、二重の一致
が基本的に困難であることは、上記のような中間財取引が考慮の対象になら
ず、それは、同等の取引が可能となるために一般的な取引・交換機能を持つ
モノつまり「貨幣」との交換が最も望まれまた有用な方法であることを示す
ものと考えられる。古来様々な貨幣が存在・使用されたとされる 6）が、それ
は経済取引において貨幣（の利用）が大きな機能を果たし意味を持ってきた
ことを表すものと考えられる。
3）経済活動の長期性と貨幣
　上で見たように、どの経済主体も、経済活動の現在の成果のみでなく、1年後、
10年後、さらに生涯・存続期間全体にわたりどのような経済状態にあるか
が問題であり、したがって、現在どれだけ労働・消費・生産するかの決定も、
それら将来も考慮して行われるという意味で、経済活動は長期の考慮に基づ
いて決定されるという、長期性・動学性を持っている。このことは、前項1）
で指摘したように、貨幣の高い不確実性対応力と対応して、経済・経済活動
における貨幣の機能をさらに高めることになる。つまり、経済活動の長期性
を考慮することは制限された意味・形であれ各主体によりその行動の最適化
が図られること、そして同計画が不確実性に大きく影響されることを顧慮す
ると、同計画・計画の実施において貨幣が大きな役割を果たすことが容易に
推測され、したがって貨幣を不可欠の要素として導入・考慮する必要性をさ
らに高めると言えよう。
　後者はさらに次のように説明されよう。すなわち、従来捨象されてきた貨
6 鈴木編（2007）等を参照。
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幣の第２の重要な機能として、貨幣の不確実性への対応能力が高いことを指
摘したが、不確実性への対応能力が問題となるのは各経済主体が将来を考慮
しながら現在の経済活動を選択・決定することが必要であり、そのように経
済活動決定の長期性を考慮すると将来は大きな不確実性に晒されていること
が改めて確認されるからである。このように長期を考慮した経済活動の決定
において不確実性への対応性・能力が問題となることは、将来のある時点の
出費に備えるのに、一定額の貨幣と例えば同価格・価値の土地を保有する場
合を比較すれば容易に理解されよう。無論「土地神話」が信じられた環境で
は土地の方が強く求められたかも知れないが、現在そして一般には価値の維
持・保存性、それはつまり様々な状況の下で貨幣価値が相対的に安定的であ
るという意味で、貨幣の不確実性対応力が相対的に高いと考えられる、とい
うものである。
　最後に、以上で貨幣の不確実性対応力と呼んでいるものが、教科書的な貨
幣の価値保全機能と重なることを注意しておこう。
4）マクロ経済と貨幣
　最後に、上記と異なる貨幣の次のような機能に触れておこう。その１つは、
金融政策がマクロ経済政策の中で重要な位置を占め、さらに近年は「異次元」
等と形容される政策が経済活動・経済状況に重要な影響を及ぼすと想定され
ることである 7）。第２に、貨幣を含む金融取引が実物取引を凌駕するような
状況が存在することである 8）。これは上記とさらに別の視点で貨幣を考慮す
る必要性を示すものとも考えられよう。
３．経済理論と不均衡、動学性および貨幣
　前節では、経済の実際と経済理論の非対応性・問題を展望した。この主
7 Bernanke & Reinhart (2004)、日本銀行（2016） 等を参照。
8 日本銀行（2016）、山田（2014）等を参照。
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要な例は、これまでの経済理論、特にミクロ理論で貨幣が捨象されること、
IS-LM理論では貨幣の需給に理論の半分の重要性が置かれるが、その貨幣の
機能は利子率を通じた投資等への影響に限定される等々、に見られる。そこ
で次に、貨幣に関わるこれらの問題を考慮し、また、前節で指摘した均衡を
考慮する必要・余地がないこと、経済行動が基本的に動学的であることを併
せ考慮し、経済活動・経済社会の理解を再構し、経済理論を再考することが
必要と考えられよう。本節では、経済活動・経済（社会）のこのような理解
に基づいて経済理論を再考しようとする場合に、どのような問題が生じ、ど
のような捉え方が求められるか、その主要な例を展望・考察しよう。
1）貨幣と経済理論
　本稿あるいはこれまでの稿で注目した貨幣の機能は、それが取引費用を軽
減し、また、現実の経済活動において重要な問題となる不確実性に対処する
手段としての機能である。しかし、これらの機能は、貨幣がどのような形で
あれ提供・供給されていれば自然あるいは自動的に得られるものと考えられ
ることがまず注目される。このことは、従来の理論との対比で言えば、例え
ばマクロ理論で貨幣（変数）Mを導入・表記し、その機能等を考慮・分析す
る等が必要でないことを意味するであろう。つまり、理論の表記・表現にお
いてMの表記・表現がないとしても、ほぼ確実に提供され保証される機能
と考えられる。そしてこのことが、従来の議論・理論においてこれらの機能
が明示的に考慮されなかった理由と考えられよう。
2）経済活動の動学性と経済理論
　経済活動の長期性・動学性は、前述のように将来の情報が不完全で、さら
に基本的な不確実性にも晒されていることと考え合わせると、やはり従来の
理論に対比して言うと、それら理論で例えば需要が価格、所得の関数として
捉えられるとされるのに対し、そのような捕捉および表記が困難と考えられ
ることを意味するであろう。ただし、この経済活動の長期性・動学性は次の
ような含意を持つことが注目される。１つは、長期性は当然耐久財したがっ
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てまた経済活動の計画における資産の重要性を認識させることで、それはス
トック経済等の表現が示唆するように同問題の重要性を意味すると考えられ
る。第２に、上記に関連して、貨幣は（金融）資産の大きな一部を構成して
おり、貨幣がさらに別の視点・意味で重要な論点・問題となることを示唆す
ると考えられることである。
3）均衡の不在と経済理論
　ただし、経済理論を再考する場合に、より大きく、より本質的な問題を課
すのは、均衡が不在あるいは想定できないという点であると考えられる。こ
のことは、従来の経済理論が均衡概念に基本的に依存してきたと先に述べた
ことからも、容易に推測されるものであろう。特に、ミクロ理論において均
衡価格の存在・同決定に大きな関心が持たれ、それが財価値がどのように決
定されるかの議論に解を与えたと考えられるのに対し、均衡の否定は同議論
を再否定する点でも問題になるであろう。さらに、経済理論の多くは比較静
学（あるいはさらに比較動学も）と呼ばれる考察・分析方法に依存している
が、均衡を否定することはこれらの考察・分析方法を否定するもので、その
影響も膨大であろう。
　しかし、均衡の不在が容認されれば、その条件の下で、価格・価値の決定
の議論が求められ、同じように資源配分、所得・資産の分配、そして景気決
定の理論が求められると考えられる。この場合に参照されるのが、部分的で
あれ不均衡を考えたKeynesの議論 9）、また、需給不均衡の状況における需要・
供給のあり方を考えたR. Clower (1965) の議論であろう。このような方法の
検討を含め、この観点ではミクロ、マクロの両視点で基本的な問題が残され
ていると言える 10）。
9 Keynes(1995)、第3章他を参照。
10 Friedman (1969)、Ljungqvist & Sargent (2000)、Mulligan & Salai-Martin (1997) 等も参照。
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４．不均衡在、動学性、貨幣導入と含意
　前節では均衡と言うことが考えられず、他方任意の経済活動が動学理論が
言うような意味で現在の経済行動も将来を考慮して決定・実行され、また、
これらの経済活動・取引において、その費用を軽減し、長期的な行動を考え
る際の重要な要素として貨幣が必要とされることを考慮し、経済が理解され、
経済問題が考察・分析されるべきと考えられることを述べた。本節では、こ
のような理解を基礎とする考え・理論が、経済の理解および同問題を考察・
分析するという点で、従来のそれとどのような差をもたらしうるか、その問
題の一端を考えよう。これには様々な視点・考え方等があると推測されるが、
以下では大胆にミクロ経済学、およびマクロ経済学において主要な関心とさ
れる点に関連して、この問題を考えよう。
1）ミクロ経済的含意
　ミクロ経済学において基本的な関心とされるのは、以上で述べたこととも
関係するが、１つは財の価格・価値の決定、第２に資源配分、そして第３に
所得・資産の分配が挙げられると考えられる。以下この３点について、前節
で考えたあるいは要請を見た経済理論が、従来の理論と比べてどのように異
なる帰結を与えるか、関係する論点を考えよう。
　第１に、価格・価値の決定に関しては、従来のミクロ理論の結果・主張が
限界理論が示すものとすれば、均衡が否定される状況においては価格・価値
の決定に関してそのような限界理論の主張もまた否定されることである。こ
れは一方で、例えば経営者の高額所得を同理論で肯定することを否定し、他
方、低賃金労働をやはり低生産性で説明することを否定することになると考
えられる。前節で考えられるべきとした議論は、これら賃金を初め多様な財
の価格について、限界理論と異なる説明が求められると考えられよう。
　第２に、資源配分に関しては、従来の理論が、ある国の産業構造がどのよ
うになり、産業間、あるいは機能的な労働の配分がどのようになるか等の示
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唆を与えたとは言えないが、実際の社会で関心が持たれるのは次のような問
題であろう。つまり、資源配分の観点で社会的に関心・問題であるのは、産
業構造およびその転換、労働・雇用の配分とその移動・調整等々であろう。
これらについてある利用状況・配分の効率・非効率性とともに、限界理論と
異なるその調整・移動等のあり方の解明等も考えられる課題であろう。
　同じような議論は第３の分配に関しても指摘される。つまり、上記と同様
均衡の存在が否定され、分配を決定する要因が限界生産性等でないとすれば、
それを決定する要因が何であり、そしてまた、所得・資産較差が問題であり、
さらに拡大傾向等があるとすれば、それを決定する要因、そして、問題を解
消する要因あるいは必要とされる政策等についての解明が求められよう。
　最後に、後者２点に関わる問題・論点であるが、従来の理論では政府が市場
に関与・介入する理由・根拠は、厚生経済理論等に従い「市場の失敗」にある
とされるが、均衡の否定は厚生経済学の定理、したがって「市場の失敗」論を
基礎とする政府の市場介入論の再考も要請するものであろう。
2）マクロ経済的含意
　マクロ経済学の主要な関心については、成長を含めた景気あるいは経済活
動水準、そしてその中の重要な変数としての雇用・失業であると考えよう11）。
これらに関しては次が考えられよう。すなわち、代表的なマクロ経済理論で
あるKeynes理論もまた基本的に均衡に依存したものであり、財全体あるい
は取引全てについての需給を一致させる仕組みが、個別の財市場の場合以上
に存在しないことに留意すると、それは、乗数理論、IS-LM理論に基づく財
政・金融政策の評価等の意味を失わせることになることである。無論、均衡
11 すなわち、均衡ミクロ経済理論では価格が変数とされ、均衡において（均衡）価格が決
定されると考えられるのに対し、マクロ理論の主要な変数は所得・生産、雇用等の（物）
量である（ただし所得・生産は金額表示されるが）。また、マクロ理論のもう１つの主要
な変数である金利・利子率は貨幣の価格のようにも理解されるが、多数の財価格の平均と
考えられる物価と同様複数の個別利子率の平均、あるいは、本稿のように長期・動学的状
況を想定する場合には単に将来の価値の割引率と考えることができるであろう。
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に依存しない理論・論理、均衡に依存しないことを考えた場合の乗数効果・
理論、財政・金融政策の評価を再考する等の問題が存在するが、理解のあり
方・方法の変更が求められる議論は多く存在すると考えられ、また、意味を
失う議論も多く存在するであろう。したがって、均衡を仮定しない経済構造
の理解を基として、景気・経済活動水準の決定と、政策関与の意味の解明が
求められると言えよう。
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